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利用上の注意 

本速報は、平成 22年 12 月 31 日現在で実施した工業統計調査のうち、従業者 4 人以上の事業所につ

いて集計したものです。 

工業統計調査は、「製造業（日本標準産業分類Ｅ）」に属する事業所（国に属する事業所を除く）を

対象として、事業所数・従業者数・製造品出荷額などを毎年調査しています。 

※現時点での速報値であり、後日、公表する「確報値」と相違することがあります。 

  
 

〔用語の定義〕 

１ 事業所 

一般的に工場、製作所、製造所あるいは加工所などと呼ばれているような、一区画を占めて主と

して製造又は加工を行っているものをいいます。 

 

２ 従業者  

平成 22 年 12 月 31 日現在で、在籍している常用労働者と業務に従事している個人事業主及び無

給家族従業者。 

 

３ 製造品出荷額等 

製造品出荷額等＝製造品出荷額＋加工賃収入額＋その他の収入額（修理料収入等） 

 

４ 付加価値額 

付加価値額 ＝ {製造品出荷額等＋(製造品年末在庫額－製造品年初在庫額)＋(半製品及び仕

掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額)}－（消費税を除く内国消費税額＋

推計消費税）－原材料使用額等－減価償却額 

ただし、従業者 29人以下の事業所については、以下による。 

      ＝ 製造品出荷額等－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税） 

－原材料使用額等 

 

〔表章形式〕 

１ 統計表中、「－」は皆無又は該当数値のない場合を、「0」「0.0」は単位未満の数値を表します。 

また、「X」は 1 又は 2 の事業所に関する数値であり、個々の申告者の秘密保持のため秘匿した

箇所です。 

なお、３以上の事業所に関する数値でも「x」で表したのは、数値が前後の関係等から判明する

恐れがある場合に秘匿した箇所です。 

２ 比率は小数点２位を四捨五入したため、構成比は合計と内訳の計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

 

 

 

産業中分類（以下「業種」という。）は、工業統計調査用分類により、名称は次のとおり省略 

して用います。 

 

 

省　略　表　示

09 食料品製造業 食 料 品

10 飲料・たばこ・飼料製造業 飲 料 ・ た ば こ

11 繊維工業 繊 維

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 木 材 ・ 木 製 品

13 家具・装備品製造業 家 具 ・ 装 備 品

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 パ ル プ ・ 紙

15 印刷・同関連業 印 刷

16 化学工業 化 学

17 石油製品・石炭製品製造業 石 油 ・ 石 炭

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） プ ラ ス チ ッ ク

19 ゴム製品製造業 ゴ ム

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 な め し 革

21 窯業・土石製品製造業 窯 業 ・ 土 石

22 鉄鋼業 鉄 鋼

23 非鉄金属製造業 非 鉄

24 金属製品製造業 金 属 製 品

25 はん用機械器具製造業 は ん 用 機 械

26 生産用機械器具製造業 生 産 用 機 械

27 業務用機械器具製造業 業 務 用 機 械

28 電子部品・デバイス電子回路製造業 電 子 ・ デ バ イ ス

29 電気機械器具製造業 電 気 機 械

30 情報通信機械器具製造業 情 報 通 信 機 械

31 輸送用機械器具製造業 輸 送 用 機 械

32 その他の製造業 そ の 他

産　　業　　中　　分　　類
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 平成 22年 12 月 31 日現在で実施した「工業統計調査」（経済産業省所管、統計法第２条基幹統計調

査）結果について千葉市の概要を公表します。 

１ 概 況 

 

・ 事業所数は、2年連続で減少し４７１事業所となった。 

・ 従業者数は、3年連続で減少し２０，４０８人となった。 

・ 製造品出荷額等は、2年連続で減少している。 

・ 付加価値額は、3年ぶりに増加に転じた。 

 
従業者 4人以上の製造業の事業所数は 471 事業所（対前年増減率△9.1％）、従業者数は 20,408 人（同

△3.5％）、製造品出荷額等は 1兆 173 億 80 百万円（同△5.4 ％）、付加価値額は 2,505 億 16 百万円

（同 1.8％）となっています。〔表 1・2、図 1・2参照〕

平成13年 623 △ 45 △ 6.7 21,274 △ 755 △ 3.4

14年 560 △ 63 △ 10.1 19,780 △ 1,494 △ 7.0

15年 567 　 7 　 1.3 19,739 △ 41 △ 0.2

16年 529 △ 38 △ 6.7 19,767 　 28 　 0.1

17年 535

　 6 　 1.1 19,439 △ 328 △ 1.7

18年 506 △ 29 △ 5.4 21,712 　 2,273 　 11.7

19年 571 　 65 　 12.8 23,230 　 1,518 　 7.0

20年 571 　 - 　 - 22,887 △ 343 △ 1.5

21年 518 △ 53 △ 9.3 21,154 △ 1,733 △ 7.6

22年 471 △ 47 △ 9.1 20,408 △ 746 △ 3.5

13年 86,425,610 △ 7,504,742 △ 8.0 31,342,216 △ 2,102,952 △ 6.3

14年 82,694,273 △ 3,731,337 △ 4.3 28,538,052 △ 2,804,164 △ 8.9

15年 87,428,114 　 4,733,841 　 5.7 31,134,964 　 2,596,912 　 9.1

16年 99,427,322 　 11,999,208 　 13.7 36,176,487 　 5,041,523 　 16.2

17年 105,057,594 5,630,272 5.7 39,322,649 3,146,162 　 8.7

　

18年 109,069,547 　 4,011,953 　 3.8 35,345,678 △ 3,976,971 △ 10.1

19年 124,744,885 　 15,675,338 　 14.4 38,265,108 　 2,919,430 　 8.3

20年 135,622,841 　 10,877,956 　 8.7 37,002,883 △ 1,262,225 △ 3.3

21年 107,489,664 △ 28,133,177 △ 20.7 24,610,337 △ 12,392,546 △ 33.5

22年 101,738,041 △ 5,751,623 △ 5.4 25,051,603 　 441,266 　 1.8

表1　事業所数及び従業者数の推移

区分

事　　　業　　　所　　　数 従　　　業　　　者　　　数

実　数
（事業所数）

実　数
（人）

対前年
増減数

対前年
増減率(%)

対前年
増減率(%)

対前年
増減数

表2　製造品出荷額等及び付加価値額の推移

区分

製造品出荷額等 付　　加　　価　　値　　額

実　数
（万円）

対前年
増減額

対前年
増減額

対前年
増減率(%)

対前年
増減率(%)

実　数
（万円）
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(事業所） （人）

　(億円）

図2　製造品出荷額等及び付加価値額の推移

図１　事業所数及び従業員数の推移
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食料品

16.3%

金属製品

15.3%

印刷

10.8%

生産用機械

8.5%

窯業・土石

5.1%

鉄鋼

5.1%

その他18業種

38.9%

２ 事業所数の状況 
 

事業所数は 471 事業所で、前年と比べ 47 事業所（対前年増減率△9.1％）減少しています。 

産業中分類別にみると、「食料品」が 77 事業所（構成比 16.3％）で一番多く、次いで「金属製品」

が 72事業所（同 15.3％）、「印刷」が 51事業所（同 10.8％）などとなっています。 

前年に比べ、16 業種で減少しています。〔表 3、図 3参照〕 

 

 
 

 図３ 産業別事業所数の構成比 

 

表３　産業中分類別事業所数の推移 (単位：事業所）

                                             22年
構成比(%)　　　　　　　　　　　対前年増減

合 計 518 471 100.0 △ 47 △ 9.1
  

食 料 品 84 77 16.3 △ 7 △ 8.3
飲 料 ・ た ば こ 4 4 0.8  -  -
繊 維 20 15 3.2 △ 5 △ 25.0
木 材 ・ 木 製 品 7 6 1.3 △ 1 △ 14.3
家 具 ・ 装 備 品 8 8 1.7  -  -

  
パ ル プ ・ 紙 10 10 2.1  -  -
印 刷 58 51 10.8 △ 7 △ 12.1
化 学 14 14 3.0  -  -
石 油 ・ 石 炭 2 1 0.2 △ 1 △ 50.0
プ ラ ス チ ッ ク 18 17 3.6 △ 1 △ 5.6

  
ゴ ム 6 6 1.3  -  -
な め し 革 1 1 0.2  -  -
窯 業 ・ 土 石 27 24 5.1 △ 3 △ 11.1
鉄 鋼 27 24 5.1 △ 3 △ 11.1
非 鉄 9 8 1.7 △ 1 △ 11.1

  
金 属 製 品 77 72 15.3 △ 5 △ 6.5
は ん 用 機 械 25 21 4.5 △ 4 △ 16.0
生 産 用 機 械 41 40 8.5 △ 1 △ 2.4
業 務 用 機 械 14 10 2.1 △ 4 △ 28.6

  
電子・ デバ イス 7 6 1.3 △ 1 △ 14.3
電 気 機 械 16 15 3.2 △ 1 △ 6.3
情報 通信 機械 4 4 0.9  -  -
輸 送 用 機 械 13 11 2.3 △ 2 △ 15.4
そ の 他 26 26 5.5 -  -

区分
対前年

増減率（％）21年

食料品

16.3%

金属製品

15.3%

印刷

10.8%

生産用機械

8.5%
窯業・土石

5.1%

鉄鋼

5.1%

その他18業種

38.9%
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食料品

35.4%

鉄鋼

17.9%
生産用

機械

11.2%

金属製品

8.3%

印刷

4.1%

プラスチック

2.3%
その他

18業種

20.8%

３ 従業者数の状況 
 

従業者数は 20,408 人で、前年と比べ 746 人（対前年増減率△3.5％）減少しています。 

産業中分類別にみると、「食料品」7,226 人(構成比 35.4％)、「鉄鋼」が 3,663 人(同 17.9％)、「生

産用機械」が 2,295 人(同 11.2％)、「金属製品」が 1,692 人(同 8.3％)などとなっています。 

前年と比べ増加した業種は、「生産用機械」で 317 人(対前年増減率 16.0％)など計 8業種、減少した

業種は、「食料品」が△358 人（同 △ 4.7％）など計 15 業種となっています。 〔表 4、図 4参照〕 

 
 

図４ 産業中分類別従業者数の構成比

構成比(%)

21,154 20,408 100 △ 746 △ 3.5
  

食      料     品 7,584 7,226 35.4 △ 358 △ 4.7
飲 料 ・た ば こ 115 109 0.5 △ 6 △ 5.2
繊             維 226 189 0.9 △ 37 △ 16.4
木 材 ・木製品 166 131 0.6 △ 35 △ 21.1
家 具 ・装備品 68 66 0.3 △ 2 △ 2.9

  
パ ル プ ・ 紙 184 186 0.9  2  1.1
印             刷 965 845 4.1 △ 120 △ 12.4
化             学 406 422 2.1  16  3.9
石 油  ・ 石 炭 30 19 0.1 △ 11 △ 36.7
プ ラ ス チ ッ ク 447 466 2.3  19  4.3

  
ゴ              ム 102 96 0.5 △ 6 △ 5.9
な   め   し   革 5 5 0.1  -       -
窯   業 ・土  石 411 404 2 △ 7 △ 1.7
鉄             鋼 3,778 3,663 17.9 △ 115 △ 3.0
非             鉄 499 466 2.3 △ 33 △ 6.6

  
金　属　製　品 1,689 1,692 8.3  3  0.2
は  ん用 機 械 263 236 1.2 △ 27 △ 10.3
生 産 用 機 械 1,978 2,295 11.2  317  16.0
業 務 用 機 械 421 371 1.8 △ 50 △ 11.9

  
電子 ・ デバイス 371 119 0.6 △ 252 △ 67.9
電  気  機  械 371 383 1.9 12  3.2
情報通信機械 392 407 2  15  3.8
輸 送 用 機 械 245 171 0.8 △ 74 △ 30.2
そ     の     他 438 441 2.2  3  0.7

対前年増減

合              計　

表４　産業中分類別従業者数の推移 (単位：人）

区分 21年
22年 対前年

増減率（％）
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４ 製造品出荷額等 
 

製造品出荷額等は 1 兆 173 億 80 百万円で、前年と比べ 575 億 16 百万円（対前年増減率△5.4％）減

少しています。 

産業中分類別にみると、「鉄鋼」が 4,347 億 87 百万円(構成比 42.7％)、「食料品」が 2,410 億 53 百

万円(同 23.7％)、「生産用機械」が 1,285 億 44 百万円(同 12.7％)などとなっており、この 3業種で全

体の 79.1％を占めています。 

前年と比べ増加した業種は「生産用機械」など計 7業種で、減少した業種は「食料品」で△456 億 58

百万円(同△15.9％)など計 14業種となっています。〔表 5、図 5参照〕 

 

 
図５ 産業中分類別製造品出荷額等の構成比   

 

表５　産業中分類別製造品出荷額等の推移

構成比(%)

107,489,664 101,738,041 100.0 △ 5,751,623 △ 5.4
  

食 料 品 28,671,089 24,105,289 23.7 △ 4,565,800 △ 15.9
飲 料 ・ た ば こ 835,566 X X  X  X

繊 維 152,255 87,186 0.1 △ 65,069 △ 42.7
木 材 ・ 木 製 品 784,157 457,399 0.4 △ 326,758 △ 41.7
家 具 ・ 装 備 品 100,776 85,107 0.1 △ 15,669 △ 15.5

  
パ ル プ ・ 紙 311,532 301,364 0.3 △ 10,168 △ 3.3
印 刷 1,635,109 1,411,937 1.4 △ 223,172 △ 13.6
化 学 2,874,813 3,244,971 3.2  370,158  12.9
石 油 ・ 石 炭 X X X  X  X

プ ラ ス チ ッ ク 928,302 1,002,881 1.0  74,579  8.0
  

ゴ ム 151,364 149,887 0.1 △ 1,477 △ 1.0
な め し 革 X X X  X  X

窯 業 ・ 土 石 1,797,587 1,193,319 1.2 △ 604,268 △ 33.6
鉄 鋼 42,950,800 43,478,704 42.7  527,904  1.2
非 鉄 2,059,438 2,202,634 2.2  143,196  7.0

  
金 属 製 品 5,283,474 4,816,966 4.7 △ 466,508 △ 8.8
は ん 用 機 械 418,838 321,438 0.3 △ 97,400 △ 23.3
生 産 用 機 械 12,246,988 12,854,381 12.6  607,393  5.0
業 務 用 機 械 1,428,240 1,436,032 1.4  7,792  0.5

  
電子・ デバ イス 663,993 252,034 0.2 △ 411,959 △ 62.0
電 気 機 械 647,756 503,875 0.5 △ 143,881 △ 22.2
情報 通信 機械 1,880,009 1,752,381 1.7 △ 127,628 △ 6.8
輸 送 用 機 械 514,242 464,503 0.5 △ 49,739 △ 9.7
そ の 他 850,776 873,114 0.9 22,338  2.6
その他18業種 14,904,617     13,877,445     13.6 10,476,074 △6.9

(単位：万円）

合 計

21年
22年

区分
対前年増減

対前年
増減率（％）

鉄鋼

42.7%

食料品

23.7%

生産用

機械

12.6%
金属製品

4.7%

印刷

1.4%

窯業・土石

1.2%

その他

18業種

13.7%
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鉄鋼

33.6%

食料品

26.2%生産用

機械

9.9%

金属製品

5.6%

化学

3.6%

印刷

3.0%

業務用

機械

3.0%
その他

17業種
15.1%

５ 付加価値額 
 

付加価値額は、2,505 億 16 百万円で、前年に比べ 44 億 13 百万円(対前年増減率 1.8％)増加していま

す。 

産業中分類別にみると、「鉄鋼」が 841 億 44 百万円(構成比 33.6％)、「食料品」が 655 億 61 百万円

(同 26.2％)、「生産用機械」が 248 億 97 百万円(同 9.9％)、などとなっています。 

前年と比べ増加した業種は、「鉄鋼」が 475 億 27 百万円（対前年増減率 129.8％)、「化学」が 48億

42 百万円(同 114.3％)など計 9業種で、減少した業種は、「生産用機械」で△375 億 55 百万円(同△60.1

％)など計 12 業種となっています。〔表 6、図 6参照〕 

 

 

図６ 産業中分類別付加価値額の構成比 

表６　産業中分類別付加価値額の推移

構成比(%)
24,610,337 25,051,603 100.0  441,266  1.8

  
食 料 品 6,547,874 6,556,072 26.2  8,198  0.1
飲 料 ・ た ば こ 192,975 X X  X  X

繊 維 67,565 41,918 0.2 △ 25,647 △ 38.0
木 材 ・ 木 製 品 246,851 80,973 0.3 △ 165,878 △ 67.2
家 具 ・ 装 備 品 48,592 42,492 0.2 △ 6,100 △ 12.6

  
パ ル プ ・ 紙 103,676 96,731 0.4 △ 6,945 △ 6.7
印 刷 838,229 754,402 3.0 △ 83,827 △ 10.0
化 学 423,422 907,574 3.6  484,152  114.3
石 油 ・ 石 炭 X X X  X  X

プ ラ ス チ ッ ク 388,632 402,626 1.6  13,994  3.6
  

ゴ ム 57,759 74,826 0.3  17,067  29.5
な め し 革 X X X  X  X

窯 業 ・ 土 石 733,757 485,525 1.9 △ 248,232 △ 33.8
鉄 鋼 3,661,683 8,414,389 33.6  4,752,706  129.8
非 鉄 727,076 651,176 2.6 △ 75,900 △ 10.4

  
金 属 製 品 1,653,752 1,397,528 5.6 △ 256,224 △ 15.5
は ん 用 機 械 198,267 165,606 0.7 △ 32,661 △ 16.5
生 産 用 機 械 6,245,150 2,489,666 9.9 △ 3,755,484 △ 60.1
業 務 用 機 械 731,630 743,305 3.0  11,675  1.6

  
電子・ デバ イス 312,422 101,307 0.4 △ 211,115 △ 67.6
電 気 機 械 311,807 272,291 1.1 △ 39,516 △ 12.7
情報 通信 機械 523,578 608,101 2.4  84,523  16.1
輸 送 用 機 械 175,133 265,398 1.1  90,265  51.5
そ の 他 256,004 259,225 1.0  3,221  1.3

(単位：万円）

合 計

21年
22年

区分
対前年増減

対前年
増減率（％）
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６ 行政区別の状況 
 

 

(1) 事業所数 

 

事業所数を行政区別にみると、花見川区が 148 事業所で市総数の 31.4％を占め、次いで稲毛区が

80 事業所(構成比 17.0％)、中央区が 79事業所(同 16.8％)、若葉区と緑区が 55事業所(同 11.7％)、

美浜区が 54 事業所(同 11.4％)、となっています。 

前年と比較してみると全区で減少していますが、若葉区、美浜区、稲毛区の順で減少しています。 

〔表７、図７参照〕 

 
   

※現時点での速報値であり、後日、公表する「確報値」と 相違することがあります。 
  

 

(2) 従業者数 

 

従業者数を行政区別にみると、美浜区が 5,462 人で、市総数の 26.8％を占め、次いで中央区 4,998

人(構成比 24.5％)、花見川区が 4,008 人(同 19.6％)、稲毛区が 2,926 人(同 14.3％)、緑区が 1,889

人(同 9.2％)、若葉区が 1,135 人(同 5.6％)となっています。 

前年と比較してみると、緑区が 261 人(増減率 16.0％)、稲毛区 41人(増減率 1.４％)と増加する一

方、美浜区が 471 人(同△7.9％)、若葉区が 280 人(同 19.8％)、花見川区が 186 人（同 4.4％）、中

央区が 101 人(同△2.0％)減少しています。〔表８、図８参照〕 
   

 
※現時点での速報値であり、後日、公表する「確報値」と 相違することがあります。 

  

表７　行政区別事業所数の推移

構成比(%)

総 数 518 471 100.0 △ 47 △ 9.1

中 央 区 83 79 16.8 △ 4 △ 4.8
花 見 川 区 159 148 31.4 △ 11 △ 6.9
稲 毛 区 91 80 17.0 △ 11 △ 12.1
若 葉 区 66 55 11.7 △ 11 △ 16.7
緑 区 56 55 11.7 △ 1 △ 1.8
美 浜 区 63 54 11.4 △ 9 △ 14.3

対前年
増減率（％）

区　分 21年
22年

対前年増減

(単位：事業所） 図７　行政区別構成比（事業所）

中央区

16.8%

花見川区

31.4%稲毛区

17.0%

若葉区

11.7%

緑区

11.7%

美浜区

11.4%

表８　行政区別従業者数の推移

構成比(%)

総 数 21,154 20,408 100.0 △ 746 △ 3.5

中 央 区 5,099 4,998 24.5 △ 101 △ 2.0
花 見 川 区 4,194 4,008 19.6 △ 186 △ 4.4
稲 毛 区 2,885 2,926 14.3 41  1.4
若 葉 区 1,415 1,135 5.6 △ 280 △ 19.8
緑 区 1,628 1,889 9.2 261  16.0
美 浜 区 5,933 5,462 26.8 △ 471 △ 7.9

区　分 21年
22年

対前年増減

(単位：人） 図８　行政区別構成比（従業者数）

対前年
増減率（％）

中央区

24.5%

花見川区

19.6%

稲毛区

14.3%若葉区

5.6%

緑区

9.2%

美浜区

26.8%
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(3) 製造品出荷額等 

 

製造品出荷額等を行政区別にみると、中央区が 4,897 億 73 百万円で、市総額の 48.1％を占め、次

いで美浜区が 2,283 億 24 百万円(構成比 22.4％)、稲毛区が 1,531 億 93 百万円(同 15.1％)、花見川

区が 756 億 99 百万円(同 7.4％)、緑区が 434 億 49 百万円(同 4.3％)、若葉区が 269 億 42 百万円(同

2.７％)となっています。 

前年と比較してみると、中央区と緑区で増加していますが、特に美浜区で大幅な減少となっていま

す。〔表９、図９参照〕 

 

 
※現時点での速報値であり、後日、公表する「確報値」と 相違することがあります。 

  

 

 

 (4) 付加価値額 

 

付加価値額を行政区別にみると、中央区が 998 億 10 百万円(構成比 39.8％) を占め、次いで美浜区が

657 億 56 百万円(同 26.3％)、花見川区が 320 億 77 百万円(同 12.8％)、稲毛区が 318 億 37 百万円で(同

12.7％、緑区が 124 億 88 百万円(同 5.0％)、若葉区が 85 億 48 百万円(同 3.4％)となっています。 

前年と比較してみると、稲毛区と花見川区が減少していますが、その他の区では増加しています。 

 〔表 10、図 10 参照〕 

 

  
※現時点での速報値であり、後日、公表する「確報値」と 相違することがあります。 

  

  

表９　行政区別製造品出荷額等の推移

構成比(%)

総 数 107,489,664 101,738,041 100.0 △ 5,751,623 △ 5.4

中 央 区 48,017,148 48,977,338 48.1  960,190  2.0
花 見 川 区 8,231,722 7,569,884 7.4 △ 661,838 △ 8.0
稲 毛 区 15,538,927 15,319,291 15.1 △ 219,636 △ 1.4
若 葉 区 2,929,365 2,694,241 2.7 △ 235,124 △ 8.0
緑 区 4,217,996 4,344,874 4.3  126,878  3.0
美 浜 区 28,554,506 22,832,413 22.4 △ 5,722,093 △ 20.0

(単位：万円） 図９　行政区別構成比（出荷額等）

対前年
増減率（％）対前年増減

区　分 21年
22年

中央区

48.1%

花見川区

7.4%

稲毛区

15.1%

若葉区
2.7%

緑区
4.3%

美浜区

22.4%

表10　行政区別付加価値額の推移

構成比(%)

総 数 24,610,337 25,051,603 100.0  441,266  1.8

中 央 区 5,558,984 9,980,987 39.8  4,422,003  79.5
花 見 川 区 3,453,840 3,207,693 12.8 △ 246,147 △ 7.1
稲 毛 区 7,204,573 3,183,658 12.7 △ 4,020,915 △ 55.8
若 葉 区 836,088 854,830 3.4  18,742  2.2
緑 区 1,226,053 1,248,830 5.0  22,777  1.9
美 浜 区 6,330,799 6,575,605 26.3  244,806  3.9

22年 対前年
増減率（％）対前年増減

区　分 21年

(単位：万円）  図10　行政区別構成比（付加価値額）

中央区

39.8%

花見川区

12.8%

稲毛区

12.7%
若葉区

3.4%

緑区

5.0%

美浜区

26.3%
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参考資料　１

21年 22年
対前年

増減率(%)
21年 22年

対前年
増減率(%)

国 235,817 223,648 △ 5.2 7,735,789 7,567,462 △ 2.2

千葉県 5,996 5,622 △ 6.2 215,348 200,568 △ 6.9

千葉市 518 471 △ 9.1 21,154 20,408 △ 3.5

21年 22年
対前年

増減率(%)
21年 22年

対前年
増減率(%)

国 265,259,031 285,482,770 7.6 80,319,365 89,282,222 11.2

千葉県 12,345,845 12,255,671 △ 0.7 2,627,945 3,092,415 17.7

千葉市 1,074,896 1,017,380 △ 5.4 246,103 250,516 1.8

国・千葉県・千葉市の対前年比

速報値における国・千葉県・千葉市比較（従業員4人以上の事業所）

事業所数
区分

従業者数（人）

区分
製造品出荷額等（百万円） 付加価値額（百万円）

△ 5.2

△ 2.2

7.6

11.2

△ 6.2 △ 6.9

△ 0.7

17.7

△ 9.1

△ 3.5
△ 5.4

1.8

△ 15.0

△ 10.0

△ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 付加価値額

国 千葉県 千葉市

(%)

参考資料　２

区分 事業所数
従業員数

(人）
製造品出荷額等

(万円）
付加価値額

（万円）

平成12(2000)年 988 22,726 94,381,330 33,726,185

平成15(2003)年 848 20,353 87,807,115 31,354,915

平成17(2005)年 779 19,971 105,377,751 39,517,201

平成20(2008)年 821 23,420 136,065,606 37,220,749

千葉市の工業の推移（全事業所）


